
27年 167,378 人 ｋ㎡ 人 人

22年 170,145 人 人 人 人 20,145 人 51,030 人

増加率 △ 1.6 ％ ％ 27.7 ％ 70.3 ％

R3. 1. 1 160,415 人 人 21,732 人 53,014 人

R2. 1. 1 161,193 人 ％ 28.5 ％ 69.5 ％

1 （Ａ）

2 （Ｂ）

3 （Ｃ）

4 （Ｄ） 単 平

5 （E） （ｱ) (ｲ） ％

％

7 （Ｇ）

8 （Ｈ） 単 平 1.1 ％

9 （ I ） ％

（J）

人 円 円

2

1

1

1

22

令 和 ２ 年 度

都道府県名 神奈川県

コ ー ド 番 号 １ ４ ２ １ １ ５

市 町 村 名 秦　野　市

収 支 額
普 通 会 計

か ら の 繰 入 額
会 計 名

住 民
昭和３８年１月１日西秦野町を合併 22 年 国 調

歳入総額 70,218,366 50,002,530 基 準 財 政 需 要 額 23,143,632

6 単年度収支 （Ｆ）
(ｱ）－（ｲ）

交付税種地区分 Ⅰ－５

人　　　　口 面 積 人口密度
人 口 集 中

産　　　業　　　構　　　造
地 区 人 口

市 町 村 類 型 Ⅳ－３

決 算 状 況 ふ り が な は だ の し 令 和 ２ 年 度 種地

1,544

基 本 台 帳 2.0

第２次 第３次

1,640 150,652

就
業
人
口

27 年 国 調
1,434

３５．１０．１以降の合併状況 2.0

国 調
103.76

1,613 143,606 区 分 第 １ 次

区 分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 区 分 指 数 等 指 定 団 体 等 の 状 況

歳入歳出差引額　（Ａ）－（Ｂ） 2,115,197 1,558,549 標 準 財 政 規 模 30,554,958
首      都

歳出総額 68,103,169 48,443,981 基 準 財 政 収 入 額 20,242,301
交　　付

公 債 費 比 率

近郊整備

実質収支（Ｃ）－（Ｄ） 1,755,185 986,104 実 質 収 支 比 率 5.7

翌年度へ繰り越すべき財源 360,012 572,445 財 政 力 指 数 0.875 0.882

積立金 11,686 21,162 連結実質赤字比率 -
処 理 状 況

3.8
事 務 の 共 同

769,081 △ 808,641 健
全
化
判
断
比
率

実 質 赤 字 比 率 -

17.5

繰上償還金 0 800 実 質 公 債 費 比率 1.4％

ごみ処理

火葬場

後期高齢者
医療

積立金取崩し額 1,152,613 14,744 将 来 負 担 比 率

3,751,113

地 方 債 現 在 高 35,087,715

(F)+(G)+(H)-(I） 収 益 事 業 収 入 額 -

10 実質単年度収支 △ 371,846 △ 801,423
積 立 金 現 在 高

債 務 負 担 行 為 額 12,137,820

一　　　　　　般　　　　　　職　　　　　　員　　　　　　等 特        別        職        員        等　　（※）

区 分 職 員 数 Ａ 給 料 月 額 Ｂ
１人当たり支給月給

区 分

R2.5.1

  444,000  (412,920）

教育公務員 71 23,486,300 330,793

定数
適 用 開 始
年 月 日

副 市 長 R2.5.1   768,000　(691,200)

１人当たり平均給料月額（円）
Ｂ／Ａ

市 長 1 R2.5.1   938,000　(750,400)
一 般 職 員 710 218,895,300 308,303

介 護 保 険 事 業 28

消 防 職 員 202 61,334,900 303,638 教 育 長 R2.5.1 　684,000  (636,120)

  556,000  (517,080）

計 1,952 403,702,471 206,815

議 会 副 議 長 R2.5.1   484,000  (450,120）

議 会 議 員 R2.5.1

会 計 年 度
任 用 職 員 969 99,985,971 103,185 議 会 議 長

収支額
（純利益）

108,785

807,696

普 通 会 計

か ら の 繰 入 額

職 員 数

（人）

122,836 41

2,028,360

※ 「特別職員等」の給料及び報酬の月額については、令和2年5月1日から市長：20％、副市長：10％、教育長：7％、議員7％の割合でそれぞれ減
額。「１人当たり平均給料月額（円）」のカッコ内は、減額後の金額。

37

後期高齢者医療事業 13

水 道 事 業

公 共 下 水 道 事 業

特
別
会
計
の
状
況

会 計 名
職 員 数

企
業
会
計
の
状
況

19,765

135,108

136,091

1,535,337

1,918,800

397,845

（人）

国民健康保険事業 30



秦野市 類型

Ｋの 経常収支

構成比 比率

22,750,467 32.4 74.1 9,869,603 14.5 29.5

351,402 0.5 1.3 6,166,199 9.1 18.7

13,346 0.0 0.0 14,961,220 22.0 14.5

112,614 0.2 0.4 3,337,938 4.9 10.9

132,855 0.2 0.5 元　金 3,217,901 4.7 10.5

3,291,347 4.7 11.5 利　子 120,010 0.2 0.4

80,495 0.1 0.3 27 0.0 0.0

97 0.0 0.0 28,168,761 41.4 54.9

60,525 0.1 0.2 6,823,807 10.0 15.6

103,276 0.1 0.4 363,335 0.5 1.0

177,966 0.2 0.6 21,294,712 31.3 11.6

3,007,463 4.3 10.1 689,761 1.0

2,888,345 4.1 10.1

119,118 0.2 0.0 296,000 0.4 0.0

30,081,853 42.8 99.4 5,197,995 7.6 12.6

22,149 0.0 0.1 5,268,798 7.8 95.7

225,132 0.3 0.0 143,892 0.2

368,909 0.5 0.3 5,162,507 7.6

156,668 0.2 0.0 （※） 2,006,977 3.0

27,742,029 39.5 3,150,406 4.6

4,062,300 5.8 106,291 0.2

118,359 0.2 0.2 - -

270,788 0.4

1,400,784 2.0

1,308,549 1.9

813,546 1.2 0.0

3,647,300 5.2

70,218,366 100.0 100.0

個 人 分 9,245,863 40.6 0.5 0.5

法 人 分 894,000 3.9 △ 28.5 30.9

9,701,121 42.7 △ 0.0 33.4

335,658 1.5 7.8 5.8

951,688 4.2 △ 3.1 0.1

- - - 0.7

- - - 2.3

- - - 7.9

1,622,137 7.1 △ 0.4 3.3

2,982 0.0 244.7 10.1

1,619,155 7.1 △ 0.5 0.1

- - - 4.9

22,750,467 100.0 △ 1.4 100.0

均等割 3,500

円

標準税率に
対する比率

1.0

固   定   資   産   税 1.4%

法 人 分
市 民 税

Ⅳ－３ （単位：千円、％）

性 質 別 歳 出

決　算　額 構成比
経常一般

区                 分

市町村名

歳                    入

区              分

地 方 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

決　算　額 構成比
経常一般

財源　Ｋ 財源

13,346 扶 助 費

税  等

9,121,744

5,858,080

132,855 内
　
訳

元 利
償 還 金

3,185,642

3,291,347 118,483

80,495

4,431,590

112,614 公 債 費 3,304,152

21,131,312 人 件 費 9,007,130

351,402 う ち 職 員 給 5,699,226

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

一 時 借 入 金 利 子 27ゴルフ場利用税交付金

軽 油 ・ 自 動 車 取 得 税 交 付 金

自動車税環境性能割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

97 （ 小 計 ） 16,742,872

地 方 交 付 税

60,525 物 件 費 4,741,555

103,276 維 持 補 修 費 298,259

0

177,966 補 助 費 等 3,549,229

2,888,345 積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

84,944

413,502

普 通

特 別

0 113,460

28,343,580

投 資 的 経 費 計22,149

0

（ 小 計 ）

交 通 安 全 交 付 金

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料

1,805,543

143,892

1,805,543

繰 出 金 3,852,640

普通建設事業費

2,888,345

貸 付 金 0

5,443

28,510,967合 計

※「普通建設事業費」の「うち補助」には、受託事業費のうち補助事業に係るものを含めて計上し、
「うち単独」には、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独事業に係るものを含め
て計上。

36,140,645

災害復旧事業費

54,851財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 債

1,686,959

68,103,169 100.0 34,025,448

失業対策事業費

×１００／７５ 収 入 済 額

目 的 別 歳 出

増 減 率
基 準 税 額 超過課税分

区 分 決 算 額

議 会 費 325,627 324,894

構 成 比 税 等

912,224 79,458 総 務 費 21,036,960 3,932,811

1,009,827 - 労 働 費 105,542 15,542

340,071 - 衛 生 費 3,961,290 3,713,640

1,146,314

- - 農 林 水 産 業 費 456,076 266,789

- - 商 工 費 1,577,083

9,631,697 - 民 生 費 22,755,094 10,779,320

- - 土 木 費 5,352,696 4,509,468

1,977,356- - 消 防 費 2,224,797

-

- - 教 育 費 6,863,775 4,055,162

そ の 他

79,458 合 計

法人税割（※）
6.0％、7.2％、8.4％

合計 98.6 23.8 95.9

- 公 債 費 3,337,938 3,304,152

21,188,314

円

固 定 資 産 税

9.7％、10.9％、12.1％

98.8 24.7

特 別 土 地 保 有 税

法 定 外 普 通 税

区 分 合 計

- 災 害 復 旧 費 106,291 0

68,103,169 34,025,448

適    用    税    率    の    状    況

現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分

-

3,000,000
1,750,000
  410,000
  400,000
  160,000
  150,000
  130,000
  120,000
   50,000

95.6

96.3

市 民 税 98.4 24.5

内
 

訳

合 計

都 市 計 画 税

入 湯 税

4,322,864

0

うち人件費 減収補填債（特例分）、臨時財
政対策債を経常一般財源から

除いた場合
(経常収支比率計 102.4%）

29,184,555

うち補助内
 
 

訳

4,441,762

3,304,152

3,185,642

118,483

27

16,867,658

5,438,392

304,840

4,872,649

0

-

税等総額

うち単独

手 数 料

国 庫 支 出 金

都 道 府 県 支 出 金

※　下段は、令和元年10月1日以降に開始する事業年度から適用。

所得割

均等割

区 分

市 民 税

固 定 資 産 税

市　　町　　村　　税

合         計

決 算 額

9,294,495 -

目 的 税

構 成 比

徴　　収　　率

経常一般財源

個 人 分
市 民 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税


